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研究成果の概要（和文）：実験的手法を用いた計量経済学的政策評価をさまざまな教育段階にかかわる政策について実
施した。第１に、学級規模縮小は、小6・中3の国語と数学の中では小６の国語だけ統計的に有意な正の効果が見つかり
、かつ効果は、初期時点に有利な地位にある学校において大きかった。第２に、学校規模縮小の効果は、生徒個人の学
力データを用いると、学校単位のデータを用いた場合よりも小さく出ることが分かった。第３に、幼児教育の拡充は最
終学歴にプラスの影響を与えることが確認された。第４に、学校外教育バウチャーを一部ランダムに配布した１年後に
受給者と非受給者で比較しても、学力テストに大きな差は出なかった。

研究成果の概要（英文）：We performed the econometric evaluation of several education policies that 
encompass different school programs using experimental methods. First, class size reduction is found to 
have a positive impact on the Japanese language test score of elementary school students, but not on math 
tests nor on secondary school students. The impact was larger among students at more advantaged schools. 
Second, the effect size of class size reduction on test score was found larger when using school level 
data than using individual level data. Third, preschool education is found to have positive impact on the 
long-term educational achievement. Finally, education voucher for after-school programs, partly 
distributed randomly, is found to have little effect on the test scores after one year.

研究分野：経済学
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１． 研究開始当初の背景 
教育政策現場における計量経済学的評価
の認知度は上昇してきたが、政策と成果の間
の因果関係をバイアスなく推計するための
制度設計とデータ蓄積は十分とはいえない。
そのため、国際的に標準的となった実験的手
法（特に「自然実験」と「社会実験」）を用
いた教育政策評価を実施する機会は極めて
限られていた。 
自然実験は、経済政策がもたらす効果をバ
イアスなく推計するために、政策を引き起こ
した外生的要因に着目し、操作変数法、回帰
切断デザイン等の手法を用いて分析する方
法である。これは労働経済学における主要な
分析手段となっているが、我が国の教育分野
での応用は始まったばかりである。 
さらに世界的には社会実験（ランダマイズ
ドトライアル)によって新しい政策の効果を
評価するケースが増えており、教育政策にお
いても大きな影響力を持つ。社会実験が伝統
的な実証研究をすべての点で優越するわけ
ではないが、社会実験の実施が敬遠されてい
る我が国ではそのような検証さえできてい
ない。 

 
２． 研究の目的 
研究代表者が開始した以下の実験的研究
を継続・発展させることが主眼である。 
（１） 自然実験手法 
少人数学級政策等の政策評価に関する研
究を行う。少人数学級推進と子どもの教育達
成度向上との間に正の相関関係があっても、
その因果関係を統計的に立証することは容
易ではない。データでは見えない第 3の要素
が両方に影響を与えていて、少人数学級と学
力との相関は見かけ上のものである可能性
も高い。本研究課題では、複数の地域のデー
タを用い、学校別平均点データを利用し、特
に、地域ごとの属性を利用して、学級規模縮
小の効果の非均一性を解明する。他にも、幼
児教育政策の効果など、複数の教育政策の効
果の自然実験による実証を計画する。 
（２）社会実験的アプローチの研究では、
学校外教育で利用可能な教育バウチャーの
配布を一部抽選により行い、受給者群と非受
給者群の両方を追跡調査し、バウチャーの支
給と学校外教育施設（塾など）の利用が学力
や勉強意欲にどのような影響を与えたか、二
群を比較することで解明する。 
他にも、教育や教育政策に関する実験的研
究で重要と思われるものを実施する。以上を
通じ、複数のテーマで、実験的な手法による
研究の発展と普及を目指す。 

 
３．研究の方法 
（１）自然実験的アプローチ 
①学校規模縮小の効果を、横浜市の学校別

データに基づき実証的に解明する。情報開示
請求を通じ、横浜市の全国学テ（4 月実施)
と横浜市学習状況調査（中３は 11 月、小 6
は 2 月に実施）の全公立学校の 2008-9 年の
学校別平均点データを取得し、得点を偏差値
に換算した。そして、ある年における学級規
模が、学年を通じて学力向上に与える因果的
効果を測定した。具体的には、現行の 40 人
を基準とする学級編制では、1学年 40 人まで
は 1学級、41 人になると 2学級になり、1ク
ラス当たりの児童・生徒数がおよそ半減する。
つまり１人の偶然の移動で大人数学級にな
ったり少人数学級になったりする。この点に
着目し、人数が大きく変化する前後のクラス
をデータから抽出して、学級規模の変化に伴
う学力の変化を調べた 。 
教育情報だけではなく、地域の経済社会的
変動や自治体の広範な政策情報の整備を行
う。それにより、自然実験アプローチによる
評価の信頼性と適用可能性を高めることに
する。 
②ある県と連携し、同県のデータを利用し
て、少人数学級の効果を計測する。特に、①
では利用できなかった教員情報を統御変数
として利用するとともに、異なるサンプル単
位を使うことによる推計結果への影響を通
じて、政策効果の発生理由とそれに対応する
適切な推計手法について検討を加える。 
③我が国の都道府県別の幼児教育就学率
（幼稚園と保育園）が、その後の高等学校・
大学進学率の向上を通じて、どれだけの収益
率をもたらしたか、計算を行った。 
（２）社会実験的アプローチ 
東日本大震災で被災した子どもに対し学
校外教育バウチャーを支給する NPO と連携
し、学校外教育バウチャーを配布し、受給
者・非受給者の両方を追跡調査する。 
手順としては、科研費決定前の H23 年 11
月に事前テストを実施、ベースラインの学力
と学習期待に関する情報を中学・高校に通う
すべての応募者から取得した。同年 11 月中
に、ニーズ度合いに基づくポイントをベース
に、一部ランダマイゼーションも含めた形で
バウチャー受給者が決定、12 月から支給が開
始した、その後、H24 年３月に卒業した高校
３年生に対して４月に調査を実施し、当初の
中１－高２に対しては、H24 年 5 月に第一回
調査、同年 12 月に第二回調査を実施した。
同年 5月には、第二回のクーポン受給者も決
定し、受給者が増加した。さらに、バウチャ
ー受給者が利用している学校外教育の種類
や回数、金額に関する情報を収集した。 
クーポンの非受給者から調査の回答を得
ることは非常に難しく、回収率の維持は困難
を極めたため、クーポンの配布を実施する非
営利団体とも協議のうえ、H24 年 12 月の調査
を最後にすることとし、本研究期間内でのフ
ォローアップ調査は行わないこととした。 
分析としては、バウチャーを受給した子供
と受給しなかった子供の学力や学習意欲の

 



「伸びの差」を様々な手法と特定化により計
測した。 
 
４．研究成果 
 (1) 学級規模の効果：学校単位データ分析 
Akabayashi and Nakamura (2014)は分析の
結果、小 6・中 3 の国語と算数（数学）の４
つの分析中、小学校の国語だけ、学級規模が
一人小さくなると偏差値が0.1上昇する効果
が確認できたが、他の学年と科目の組み合わ
せでは効果が確認できなかった。 
政策効果の異質性について検討すると、小
学校の国語で確認された少人数学級による
学力向上効果は、４月の全国学テでのテスト
結果が高い学校でのみ確認でき、また、相対
的に裕福な地域の方に主に現れたことだ。こ
れは、少人数学級に学力向上効果があるとし
ても、相対的に学力の高い学校をさらに伸ば
し、また、社会的に有利な地域の学校をより
伸ばす、その結果、学校間の学力格差を拡大
させることを示唆する。 
この研究結果は、2013 年の OECD における
会議（NERO-OECD）において報告された。ま
た、複数の新聞にその結果が紹介された。 
(2) 学級規模の効果：児童および学校単位の
データに基づく分析 
ある県の教育委員会からの委託データに
基づき、学級規模が学力テストに与えた影響
を実証分析した（Akabayashi, Nakamura, 
Sano, Naoi, 執筆中）。ここでは、全国学力
テストの学校平均および生徒個人データを
複数年分利用し、学校固有の効果とクラスを
担当した教員の属性も統御し、解析手法とし
ては(1)と同様の方法にしたがった。分析の
結果、学校単位のデータを利用した分析から
は、学級規模の縮小に伴って、小学校 6年生
の算数の正答率が、特に女子児童について上
昇する可能性が示唆された。ただし、全体と
しては学級規模の縮小が学力テストの正答
率を向上させる効果を持つという強い根拠
は得られなかった。しかしながら、生徒個票
データを用いた分析ではこれらの結果は必
ずしも得られず、政策効果の非線形性と、そ
れを前提とした政策パラメタ－の推計の必
要性を示唆している。 
(3) 幼児教育 
昭和３０年代の幼児教育の拡充がその後の
高校卒業や大学進学に与えた影響を都道府
県別データに基づき分析した(Akabayashi 
and Tanaka 2013 Working paper)。従来より
も高い精度の分析の結果、保育園と幼稚園の
就園率の上昇は、ともに、高校進学率と大学
進学率の上昇に寄与したことが分かった。現
在は政府データに基づき、幼児教育の収益率
を計算しているところである。 
 本研究の中間結果は、米国 Rutgars 大学に
付設されているIEESEに招待されて報告され
た。 
(4) 学校外教育バウチャー 
学力テストの結果に基づく分析によると、

学校外教育バウチャーが（受験に該当する学
年以外の）高校生の数学の成績を上昇させる
という結果となったが、総じてみれば、学校
外教育バウチャーの配布が、中高生の学力を
上昇させるという証拠は得られなかった。同
時に、バウチャーは、QOL を低くする傾向が
あり、また震災以前に塾や習い事の経験がな
い場合には、自尊心をも低くする傾向がある。 
一方、学校外教育の学力への効果を
OLS-Value added model で計測すると正の効
果が見られるが、これが因果関係を十分表し
ているか、今後の精査が必要である。 
中間的な分析結果は、H25 年 2 月に支援団
体の会議で報告され、同団体のバウチャー支
援政策に生かすことが議論された。同団体は、
新たな配布対象に対する調査を検討してい
る。分析結果は Akabayashi, Araki, Nakamuro, 
and Tanaka (2014)として日本経済学会およ
び一橋大学で報告した（2015 年度には慶應義
塾大学で報告予定）。そこでのフィードバッ
クを踏まえて改定を行っているところであ
る。 
(5)利他心に関する実験室での経済実験 
標準的な経済モデルにおいては、利他心は、
親の子に対する教育投資の主要な動機であ
る。しかし、利他行動は人がもつ世界観にも
大きく影響されることが最近明らかになり
つつある。Lee et al (2014)では、世界観に
より寄付行動が異なることが３か国の実験
室実験で明らかになった。この結果は、家庭
内教育を考える上での基礎的な結果と考え
ている。 
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